
タイ王国向け輸出の選果こん包施設に係る証明制度実施要領

令和元年１１月５日制定

令和４年３月１８日改正

（目的）

第１条 この要領は、タイ王国に輸出する別表１に掲げる生鮮果物（本県産のものに限る。

以下同じ。）の選果こん包を行う県内に所在する施設（タイ向け生果実輸出検疫実施要

領（平成３１年３月３１日付け３０消安第５３０５号消費・安全局長通知。以下「検疫

実施要領」 という。）第４に基づき登録された選果こん包施設に限る。（以下「施設」

という。）について、県が、「特定生鮮野菜又は果物の製造方法、製造及び保管における

設備及び用具、並びに表示の規程」（タイ王国保健省告示（２０１７年第３８６号）。以

下「タイ告示」という。）において定める基準（以下「証明基準」という。）に適合して

いることを証明する制度について、必要な事項を定めるものである。

（証明書の申請手続き）

第２条 証明を受けようとする県内施設の代表者（以下「申請者」という。）は、証明を

受けようとする施設ごとに、交付申請書（第１号様式）に自己チェックリスト（別表２）

を添えて、次条（１）の検査の実施を希望する日の１週間前までに県りんご果樹課（以

下「担当課」という。）に提出しなければならない。

なお、現地検査は、原則として交付申請書に記載された検査希望日に実施することと

し、同日の実施が困難な場合は、別途、申請者と日程調整して実施するものとする。

（検査の実施）

第３条 担当課は、交付申請書を受理したときは、次のとおり検査を実施する。

（１）検査

申請者から提出された交付申請書の内容について、検査及び採点方法（別表３）に

基づき、現地確認とヒアリングを実施し、当該施設が証明基準に適合するかを判定す

る。

（２）再検査

（１）の検査の結果、証明基準に適合しないと認めるときは、申請者に対し、適合

しない事項の改善を指導、助言するとともに、改善後、必要に応じて再度（１）の検

査を行うことができるものとする。

（証明書の交付）

第４条 県は、前条の検査により、申請に係る施設が証明基準に適合すると認めた場合は、

その旨証明することとし、申請者に対し、交付通知書（第２号様式）を付して証明書（第

３号様式）を交付する。

（証明の有効期間）

第５条 証明の有効期間は、証明書の交付の日から起算して３年とする。

（証明書の交付に係る費用）



第６条 証明書の交付（第９条第２項の規定による再交付を含む。）に係る費用は、無料

とする。

２ 証明書の原本証明については、青森県証明事務手数料徴収条例（昭和３６年１月青森

県条例第１１号）及び青森県証明事務手数料徴収条例に関する規則（（昭和３６年４月

青森県規則第４２号）に基づき、１部につき７５０円の手数料を徴収する。

（内部監査状況の報告）

第７条 証明取得者（第４条の規定により交付通知書及び証明書の交付を受けた者）は、

証明の有効期間において、県が交付通知書で通知する２期間内に内部監査調書（第４号

様式）に基づき内部監査を実施し、内部監査状況報告書（第５号様式）を担当課に提出

しなければならない。

（証明書の目的外使用の禁止）

第８条 証明取得者は、証明書（原本証明を含む。）をタイ王国に別表１に定める生鮮果

物を輸出するために、同国の輸入通関に提示する目的以外に使用してはならない。

（証明書記載事項の変更）

第９条 証明の有効期間内に証明書の記載事項に変更が生じた場合は、速やかに証明書記

載事項変更申請書（第６号様式）を担当課に提出する。

２ 県は、証明書記載事項変更申請書を受理した場合、変更の内容について確認した上で、

変更内容を反映した証明書を再交付する。

３ 前項の規定による再交付があった場合においても、当該証明の有効期限は変更前の証

明書の交付の日から起算して３年とする。

（証明の取消）

第１０条 県は、証明書を交付後、証明取得者又は当該証明書に係る施設が、次の各号の

いずれかに該当すると認められた場合には、当該施設に係る証明を取り消し、証明取消

通知書（第７号様式）によりその旨を通知する。

（１）証明取得者の取組が証明基準に適合しない等、不適切な事実が確認された場合

（２）県による改善指導に従わない場合

（３）証明取得者に申請内容に虚偽が判明した場合

（４）証明取得者が証明書を不正に使用した場合

（５）その他、証明取得者が、本県産生鮮果物の信頼性を著しく損なう行為をした場合

（証明書の使用の制限）

第１１条 次の各号のいずれかに該当する場合は、それぞれ当該各号に定める証明書及び

その原本証明であって現に保有しているものをタイ王国への輸出に当たり使用してはな

らない。

（１）当該証明について第５条に規定する有効期間を経過した場合

当該証明に係る証明書及びその原本証明

（２）当該施設について第９条第２項の規定により証明書の再交付がされた場合

当該施設について当該再交付前に交付されている証明書及びその原本証明

（３）第１０条の規定により証明の取消がされた場合



当該証明の取消に係る施設について、交付された証明書及び原本証明

（立入調査等の実施）

第１２条 県は証明取得者に対し、この要領で定める事務の実施のために必要な限度にお

いて、報告を求め、又はその職員に施設等に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類

その他の物件を調査させ、若しくは関係者へ質問させることができるものとする。

（改善の指導）

第１３条 県は前条の規定による立入調査の結果、証明基準に適合していないと認めた

ときは、証明取得者に対して、改善を指導することができる。

（申請書類等の保存及び保存期間）

第１４条 県は、証明書の交付に際し、申請案件ごとに、次に掲げる事項を記載した一覧

表を作成し、申請書類とともに５年間保存するものとする。

（１）申請書の受付年月日

（２）施設の名称、所在地及び連絡先

（３）施設の代表者の氏名、住所及び連絡先

（４）証明書に記載の品目

（５）証明書に記載された施設番号（検疫実施要領における登録番号）

（６）検査年月日(現地検査の年月日、再検査を実施した場合は再検査の年月日を含む。)

（７）検査者の所属及び職氏名

（８）検査結果点数（合計点）

（９）証明書の発行年月日

（10）証明書の失効年月日

（11）その他特記事項（証明書の記載事項の変更、取消年月日及びその事由等）

（苦情への対応等）

第１５条 証明取得者は、証明書を取得した施設からタイ王国に輸出した別表１に掲げる

生鮮果実に対する苦情や問い合わせ、事故等（以下「苦情等」という。）に対応するた

め、次のとおり体制の整備等を行わなければならない。

（１）苦情等の処理については、適切な対応が可能な体制を整備する。

（２）証明取得者は、苦情等について責務を負うこととし、事故が発生した場合は、出荷

品の回収等を最優先に行い、事故が広がることのないよう迅速に対処するとともに、

原因を究明し再発を防止する。

（その他）

第１６条 この要領に定めるもののほか、証明書の交付の実施に当たって必要な事項は、

知事が別に定める。

附 則

この要領は、令和４年３月１８日から施行する。


